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1．本論文の目的
デス・エデュケーションとは 1960 年代に多様な学問分野の研究者が自己の研究領域を基
盤としつつ、死に関する諸課題、たとえば、終末期におけるケアの問題、自己や他者の死
に直面して生じる長期にわたる悲嘆の苦しみの経時的な変化やそれへのケア、自殺の予
防・防止、葬儀の内容と目的などに関して、心理学、社会学、健康教育学などの観点を踏
まえた総合人間学的な視点から学際的に教授する教育分野のことである。本論文は、アメ
リカのデス・エデュケーションの目標を明らかにしつつ、その社会的・歴史的経緯や影響
について考察し、高等教育機関における教育実践を検討することで、アメリカの高等教育
における同教育分野の生成と発展を理論と実践の観点から総体的に明らかにすることを目
的としている。
アメリカの高等教育におけるデス・エデュケーションを検討することによって、アメリ
カのみならずわが国を含め多くの国々における教授・学習分野としてのその重要性に人々
の関心を喚起し、同領域の持つ今日的な課題についても提示することができる。さらに、
わが国において地道に取り組まれるようになってきている「いのちと死の教育」の質的な
深化にとって貴重な示唆を与えることもできる。
上記の目的を達成するために、本研究では文献研究と実地調査を組み込んでいる。前者
2については、学術雑誌に掲載された論文、デス・エデュケーションに関する著書、授業用
テキスト、シラバス、受講学生レポートを読み込んで分析している。後者については、2000
年代半ばと 2010 年代前半、ニューヨーク市の複数の高等教育機関におけるデス・エデュケ
ーション担当教員から聞き取り調査を行い、同時に、受講生として授業に出席し、担当教
員と受講者への面接調査を実施している。これらの複眼的な調査・研究手法を駆使して、
上記の研究目的の達成を目指している。
2．本論文の構成
本論文の構成は以下の通りである。
序論
第１章 デス・エデュケーションとは
第１節 デス・エデュケーションの定義
第２節 アメリカにおけるデス・エデュケーション
第３節 わが国におけるデス・エデュケーション
第２章 デス・エデュケーションの目標
第１節 学術雑誌『デス・エデュケーション』に掲載された目標
第２節 Leviton の 13 の目標
第３章 デス・エデュケーションの発展の背景
第１節 死亡統計の変化
第２節 世俗化の影響
第３節 生命倫理の問題
第４節 戦争への不安
第５節 テレビの影響
第４章 デス・エデュケーションの歴史
第１節 探索の期間：1914―1958 年
第２節 発展の期間：1959 年－1968 年
第３節 隆盛の期間：1969－1976
第４節 成熟の期間：1977－1985
第５節 沈静化・分化の期間：1986-2000 年代
3第５章 デス・エデュケーションの講座
第１節 隆盛の期間から成熟の期間における講座
第２節 隆盛の期間における文学教材の活用
第３節 隆盛の期間から沈静化と分化の期間における講座の変遷
第４節 2000 年代における子どもたちと死の講座
結論
3．各章の概要
第 1 章において、アメリカのデス・エデュケーションを、各種文献や、講座内容をもと
に新たに定義付けている。その結果、本論文でデス・エデュケーションとは、だれしも可
能性のある死について考えさせるために、死を直接目にすることが少なくなった現代人に
特定の知識を授け、人々に生への愛を育ませる教育である、と定義している。ここでいう
知識とは、死にゆくこと、終末期における態度や感情、悲嘆、自殺防止、生命倫理、生活
の質などを含めている。高等教育における教授内容としては、健康教育学、心理学、社会
学、文化人類学、医学といった分野と関連づけて教えられることが多い。そして基本的に
は宗教と一定の距離を置きつつ死について多様な角度から考えさせる教育でもある。ただ
し留意すべき点として、神学や宗教教育と結びついたデス・エデュケーションと、個別の
学問分野に根差しつつも学際的な視座を持つデス・エデュケーションが存在し、それらは
峻別して理解されなければならないことを指摘している。
第 2 章では、学術雑誌『デス・エデュケーション』の創刊号に掲載された３人の代表的
な研究者のデス・エデュケーションに関する論文からデス・エデュケーションの目標を比
較検討している。相違点については、社会学出身の学者は死亡統計の変化について注目し、
臓器移植によって死の定義が変化してきたことに焦点を当てていた。健康教育学者は、死
亡統計について学ぶことの重要性については目標として言及していなかった。また、3 名
の研究者のデス・エデュケーションの目標の共通点として、死に関連する知識や学術用語
の教授の重要性への着目があった。すなわち、死に関連した知識を得ることによって、生
の意味を再評価することにつながり、死にまつわる言葉のタブーの側面を取り払い、専門
的に学習することで一人一人がふさわしい死について考える機会を私たちにもたらしてく
れることを 3名の研究者は共通して認識していた。つまり、デス・エデュケーションの最
終的な目標は、学術的知識の獲得によって個人が生と死の問題を再考することであること
を本章は明らかにしている。
4第 3 章では、デス・エデュケーションが、死をめぐる問題に対する研究者の個人的関心
から発生したことの要因に加えて、死亡統計の変化、青少年の自殺率の増加、世俗化の影
響、生命倫理の問題、戦争への不安といった諸要因との輻輳によってアメリカ社会で独自
に発展していったことを確認している。死亡統計の変化とは、平均寿命の伸長や施設での
死亡者数の増加によって、家庭において死を直視する機会が減少し死を恐怖と捉える傾向
が強まったことである。1960 年代から 70 年代にかけて青少年の自殺率の急激な増加によ
って、自殺防止教育が社会的に強く求められデス・エデュケーションと関連づけられたこ
とを本章は指摘している。1960年代は学校での政教分離が推し進められ青少年世代の世俗
化が進行した時代でもあり、新たに死の定義や尊厳のある死について考えることが要請さ
れ、宗教とは異なる視野から死を論じるデス・エデュケーションが発生する素地を準備し
たことも指摘されている。生命倫理の問題とは、患者の権利の自覚化や権利の主張の高ま
りによって、州で自然死法が制定されたり、臓器移植が発展したりして、新たな死の定義
が求められたことなどがデス・エデュケーションの重要性を浮き彫りにした。また、1960
年代後半から 70 年代にかけてはベトナム戦争による徴兵と兵役にかかわって死の恐怖が
広く社会に浸透し、死の問題と向き合う教育が求められた。以上の諸要因がからみあって
デス・エデュケーションが生成・発展していった。
第４章はデス・エデュケーションについて論じた著作や学術雑誌を中心に、その成立と
展開を５つの期間に分けて考察している。５つの期間とは、探索の期間（1914―1958 年）、
発展の期間（1959 年－1968 年）、隆盛の期間（1969－1976 年）、成熟の期間（1977－1985
年）、沈静化・分化の期間（1986-2000 年代）である。このように時期を分節化して論述す
ることで、その展開の画期を示すだけでなく、教育分野の発展の全体像を理解しやすくす
るよう工夫している。
探索の期間は、個別の学問領域で死の問題が研究されていた時期であり、社会学者によ
る死別と悲嘆の研究や、精神分析学的手法を用いた悲嘆の兆候と管理の研究などが行われ
ていた。発展の期間になると死を学際的に研究することの意義が自覚化され、心理学、哲
学、社会学での研究成果の集約や融合が試みられ、デス・エデュケーションの成立の素地
が培われた。そして 1960 年代の前半に最初のデス・エデュケーションの講座が開設された。
隆盛の期間においては、1970 年にデス・エデュケーションの専門学術雑誌である『オメガ』
が創刊され、シラバスが掲載されたりしたのみでなく、デス・エデュケーションに関する
授業用テキストの出版などが相次ぎ、死に直面する人の心理やケアに関する社会的な関心
が大いに触発された。成熟の期間には、学術雑誌として教育分野そのものと一致した名称
である『デス・エデュケーション』が創刊され、この学術雑誌は著名な研究者がデス・エ
デュケーションの多様な知識を普及させるとともに、多くのグループや個人による同分野
の研究交流を活発化させる媒体として重要な役割を果たした。1960 年代から 1970 年代に
5かけて隆盛を見せたデス・エデュケーションは 1980 年代中頃には沈静化・分化の時期に
入っていった。デス・エデュケーション授業担当者の退職によって講座が途絶えたり、研
究が進められ授業を継続したりしている大学もあり、2000 年代以降もこの傾向は継続して
いる。
第５章では、デス・エデュケーションの授業内容について、ハーバード大学、ミシガン
大学、オレゴン大学、メリーランド大学、南イリノイ大学、ミネソタ大学の計６大学で開
講されていた授業内容を比較することで、以下のことを確認している。デス・エデュケー
ションの講座は、授業担当する研究者の専門領域に影響を受けながら学際的であったこと
である。死にゆくこと、自殺の防止が５つの講座で共通して教授されていた。子どもと死、
死の人口統計、社会的死、悲嘆については４つの講座で教授されていた。比較文化的観点、
死の社会歴史的観点といった内容項目は３つの講座で見出された。また、授業担当者の依
拠する学問分野によって授業内容の力点の置き方に偏りが生じていた。自殺や悲嘆は心理
学の分野であり、死の比較文化的観点は、文化人類学の分野であり、死の歴史的観点は歴
史学の分野であり、死の統計学は、社会学的分野である。たとえば、人類学者であるなら
ば文化人類学的内容に多くの時間を割き、社会学者であるならば社会学的内容に重点を置
いた授業が行われていることを授業テキストやシラバス等の授業実践にかかわる資料を通
して、本章では詳細に分析している。
4．結論
本論文は、アメリカ高等教育におけるデス・エデュケーションについて、定義、理念、
1910 年代から 2010 年頃までの死をめぐる先行研究の検討、高等教育における教育実践、
発展の社会的背景、個別具体的な実践事例という多角的な視点から理論と実践に即して解
明している。
本論文でアメリカのデス・エデュケーションの発生と展開、および理論的展開や実践に
おける特徴として指摘しているのは、同教育分野が国家主導による上意下達式の教育とは
無縁であり、高等教育機関の研究者また時には医療関係者などが、シンポジウムの開催、
研究機関の創設、専門雑誌の創刊などを主導してきたことである。このことが、デス・エ
デュケーションにおいて粗悪な教材の横行や安易な授業への抑止力となっていた。
デス・エデュケーションは死の問題を取り組むにあたって一貫して継承していかなけれ
ばならない知があることを前提として実践されてきている。つまり、死を教えるというこ
とは指導者による受講生に対する死生観の教え込みではなく、受講生一人ひとりに生と死
について真剣に考えさせる契機を作り出すこととなる点を明らかにしている。
アメリカの高等教育におけるデス・エデュケーションの役割として教育学的に注目され
6る点として以下の諸点を本論文では強調している。第一に代表的な研究者・指導者の提示
するデス・エデュケーションの目標から共通の要素を抽出すると、デス・エデュケーショ
ンは、社会学、心理学、人類学、健康教育学などの学術的な視点から研究者が専門とする
学問領域を基盤とし、死、死にゆくこと、悲嘆、異文化における死の見方などについて最
新の理論を学生に教授する役割を果たしていた。
第二に 1960年代から 70 年代にかけて、ベトナム戦争の勃発や核戦争への恐怖といった
極度の心理的緊張状態の下で、青年の自殺率が過去最高を記録するといった背景の中で、
デス・エデュケーションは受講生に正面から死の問題について省察させ議論させることを
求めた。それは学生に死の問題に対して精神的葛藤をもたらし、最終的に理性的解決の道
筋を示すことを狙いとしていた。
第三に 1980年代以降、デス・エデュケーションは一部の講座の内容が専門分化し、子ど
もと死、子どもと悲嘆など高度に専門化されることによって 2000 年代においてもカウンセ
ラーや教員を目指す受講生の期待に応える役割を果たしている。
第四に、免許状の取得制度を設けることで専門的知識獲得の証明を受講生に与えており、
結果的には、デス・エデュケーションは何を学ぶのかに関する共通の知見を担保している。
2012 年の筆者によるニューロシェル・カレッジでの現地調査でも「死生学免許状」取得を
目標として受講している学生を確認している。
デス・エデュケーションの今後の方向性についてみると、1986 年以降の沈静・分化の期
間では、デス・エデュケーションの隆盛の期間が終了し、ある大学では担当者が退職した
後に、子どもたちと死の講座を担当する研究者が在籍していない状況がある。一方、ニュ
ーロシェル・カレッジやブルックリン・カレッジでは継続的に研究者による講座が続いて
いる。一つの講座が大学で正式な講座として認定されるためには多くの時間を費やしデ
ス・エデュケーションの専門家の後継者を募集し、高等教育機関で講座を維持していくこ
とは非常に困難を伴う事業となっていることを筆者は明らかにしている。
また、わが国の「いのちと死の教育」への示唆として筆者は以下の点について触れてい
る。わが国では、初等教育、中等教育で「生と死の教育」「いのちの教育」「死生観教育」
「死への準備教育」などさまざまな名称の下で、死の問題を扱う「いのちと死の教育」が
行われているものの、その効果についての心理学的測定や受講生の死にまつわる経験に関
する調査についてはアメリカほど進んでいないのが現状である。デス・エデュケーション
を実践することに伴う認知面や情緒面の変化について、アメリカでの実践例を参考にしな
がら、教育評価を実施することは必須であると筆者は述べている。
また、わが国では主として高等教育機関でデス・エデュケーションの心理学的効果を測
定する研究が開始されており、受講生が学んだ知識について量的にも質的にも明らかにす
ることの重要性を訴えている。
さらに、専門学術雑誌の重要性についても筆者は指摘している。アメリカでの死に関す
7る学術雑誌『オメガ』や『デス・エデュケーション』（後に『デス・スタディーズ』に改名）
の中でデス・エデュケーションのシラバスが公開されたり、授業の効果を測定したりする
など、研究者にとってデス・エデュケーションにかかわる様々な情報を入手する貴重な場
が確保されている。わが国でも「いのちと死の教育」の発展のためにデス・エデュケーシ
ョンを専門に扱う学術雑誌の創刊を筆者は期待している。また高等教育の研究者のみでな
く、初等教育や中等教育の教員が定期的に実践事例を論文として発表する機会を設けるこ
との重要性も筆者は指摘している。
5．総評
本論文の独自性ならびに特長として以下の諸点を指摘することができる。
第一にデス・エデュケーションは特定の政府機関や大学評価機関等でカリキュラム基準
が示されているわけではなく、個々の研究者や大学の創意工夫によって発展してきており、
教授されている教育内容を総体的に把握することはきわめて困難であった。また、デス・
エデュケーションの発展について長期のスパンで網羅した研究は皆無である中で、本研究
は可能な限り多くの高等教育機関における教育実践を通史的および実態的に分析し、社会
的背景に即してその成立と発展について論証し、教育内容の総合化と専門分化の過程を
1960 年代から 2000 年代にまでわたり理論と実践の両面から取り上げ分析した点は特筆に
値する。
第二には、デス・エデュケーションの授業内容にかかわる先行研究について、これまで
単発的に紹介されことはあっても、同教育分野の具体像をつかむことは容易でなかった。
ところが、筆者は授業シラバスや授業用テキストのみならず、受講生のレポートの分析や
受講生へのインタビューを通して実証的に授業内容を検討することで、宗教とは一定の距
離を置いたアメリカのデス・エデュケーションの実践について個別具体的にその意義を明
らかにした。この研究成果は、わが国の高等教育のみならず初等教育や中等教育における
「いのちと死の教育」の実践の深化にもつなげることができるし、この点にも研究上の意
義を見出すことができる。
第三には、わが国の初等教育、中等教育で個々の教師の創意工夫によって積み上げられ
てきている「いのちと死の教育」の展開と深化に本研究は貴重な示唆を提供していること
である。すなわち、いかなる研究者が、いかなる研究分野を基盤として、いかなる教育方
法を用いて、いかなる教育機関によって、いかなる受講生を対象として、いかなる資格制
度を伴って、デス・エデュケーションという教育分野が開拓されてきたのか、いかなる教
育成果が得られているのか、実践的な課題はどこにあるのか。本研究で明らかにしている
アメリカの高等教育におけるデス・エデュケーションの研究蓄積と教育実践を学ぶことは、
たとえば、学校でのいじめによる自殺が後を絶たないわが国にとって重要であるのは自明
8であろう。
本論文の抱えている課題についてみると以下のことが指摘できる。アメリカの高等教育
におけるデス・エデュケーションの理論と実践について研究課題を示して研究成果を提示
しているが、その研究成果がアメリカのみならず我が国における教育実践にどれほど有効
性を持つのかに関して、具体的な論及があっても良かった。つまり、我が国とは異なる文
脈にある社会で発生した学問・教育分野をそのまま我が国に当てはめることの危険性につ
いて十分に留意したうえで、その適用可能性についての見通しに関する論及が欲しかった。
また、デス・エデュケーションの発展に関わる時期区分について、時期を区切ることの
必然性や適切性について説得力が必ずしも十分ではなかった。時期ごとの問題点や課題に
ついてより深く論及することや、アメリカの高等教育の教育・研究の全般的な変容とデス・
エデュケーションとの関連性についての指摘があっても良かった。
こうした課題を残してはいるが、本論文は、先行研究が決して十分に蓄積されていると
は言えない研究状況の中で、アメリカにおけるデス・エデュケーションの理論と実践を総
体的に提示しており、高く評価することができる。これらの諸点を総合的に判断して、審
査員一同は全員一致で本論文が博士（教育学）を授与するにふさわしいものであるとの結
論に達したので、ここに報告する。
